
 

  中央環境審議会総合政策部会の小委員会及び専門委員会の設置について（案） 
 

平成２４年１月 
中央環境審議会総合政策部会 

 
 中央環境審議会議事運営規則（平成 13 年１月 15 日中央環境審議会決定。以下

「議事運営規則」という。）第８条第１項及び第４項並びに第９条第１項に基づ

き、総合政策部会に置く小委員会及び専門委員会の設置について、次のとおり決

定する。 
 
１． 公害防止計画小委員会 
（１） 議事運営規則第８条の小委員会として、「公害防止計画小委員会」を置く。 
（２） 公害防止計画小委員会は、公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特

別措置に関する法律第２条の２第１項に基づく公害防止対策事業計画の

同意その他公害防止計画に関する事項に関する審議を行う。 
（３） 公害防止計画小委員会の決議は、部会長の同意を得て部会の決議とするこ

とができる。 
 
２． 環境研究・技術開発推進戦略専門委員会 
（１） 議事運営規則第９条の専門委員会として、「環境研究・技術開発推進戦略

専門委員会」を置く。 
（２） 環境研究・技術開発推進戦略専門委員会は、環境研究及び環境技術開発を

重点的に推進するための戦略の在り方に関する調査を行う。 
（３） 環境研究・技術開発推進戦略専門委員会に属すべき委員、臨時委員及び専

門委員は、部会長が指名する。 
 
３． 環境基本計画点検小委員会 
（１） 議事運営規則第８条の小委員会として、「環境基本計画点検小委員会」を

置く。 
（２） 環境基本計画点検小委員会は、総合政策部会を補佐するため、環境基本計

画の点検に関する事務のうち主として個別の分野の点検に関する審議を

行う。 
 
４． 環境情報専門委員会 
（１） 議事運営規則第９条の専門委員会として、「環境情報専門委員会」を置く。 
（２） 環境情報専門委員会は、環境情報の長期的かつ総合的な基盤整備の基本的

方針に関する調査を行う。 
（３） 環境情報専門委員会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、部会長が

指名する。 
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５． 環境に配慮した事業活動の促進に関する小委員会 
（１） 議事運営規則第８条の小委員会として、「環境に配慮した事業活動の促進

に関する小委員会」を置く。 
（２） 環境に配慮した事業活動の促進に関する小委員会は、環境に配慮した事業

活動を一層促進するための方策に関する審議を行う。 
（３） 環境に配慮した事業活動の促進に関する小委員会の決議は、部会長の同意

を得て部会の決議とすることができる。 
 
６． 環境影響評価制度専門委員会 
（１） 議事運営規則第９条の専門委員会として、「環境影響評価制度専門委員会」

を置く。 
（２） 環境影響評価制度専門委員会は、環境影響評価法の施行の状況及び今後の

環境影響評価制度の在り方に関する調査を行う。 
（３） 環境影響評価制度専門委員会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、

部会長が指名する。 
 
７． 環境と金融に関する専門委員会 
（１） 議事運営規則第９条の専門委員会として、「環境と金融に関する専門委員

会」を置く。 
（２） 環境と金融に関する専門委員会は、環境金融の現状と課題及びその促進策

について調査を行う。 
（３） 環境と金融に関する専門委員会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、

部会長が指名する。 



（参考） 

 

公害防止計画に関する根拠法の改正 

 
 

１．地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の

整備に関する法律（平成 23 年法律第 105 号。以下「第２次一括法」という。）

による改正前 

 
○環境基本法 

第十七条 環境大臣は、次のいずれかに該当する地域について、関係都道府

県知事に対し、その地域において実施されるべき公害の防止に関する施策

に係る基本方針を示して、その施策に係る計画（以下「公害防止計画」と

いう。）の策定を指示するものとする。 
一 現に公害が著しく、かつ、公害の防止に関する施策を総合的に講じな

ければ公害の防止を図ることが著しく困難であると認められる地域  
二 人口及び産業の急速な集中その他の事情により公害が著しくなるおそ

れがあり、かつ、公害の防止に関する施策を総合的に講じなければ公害

の防止を図ることが著しく困難になると認められる地域  
２ （略）  
３ 関係都道府県知事は、第一項の規定による指示を受けたときは、同項の

基本方針に基づき公害防止計画を作成し、環境大臣に協議し、その同意を

得なければならない。 
４、５ （略） 

 
２．第２次一括法による改正後 

 
○環境基本法 

第十七条 都道府県知事は、次のいずれかに該当する地域について、環境基

本計画を基本として、当該地域において実施する公害の防止に関する施策

に係る計画（以下「公害防止計画」という。）を作成することができる。 
一、二 （略）  

 
○公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律 

第二条の二 都道府県知事は、公害防止計画において、国又は地方公共団体

が実施する前条第三項各号に掲げる事業（政令で定める事業を除く。）並び

に下水道法第二条第三号に規定する公共下水道及び同条第四号に規定する

流域下水道（同号イに該当するものに限る。）の設置及び改築の事業に関す

る計画（以下「公害防止対策事業計画」という。）を定めようとするときは、

環境大臣に協議し、その同意を求めることができる。 
２、３ （略） 


